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証人等の保護のための諸制度に関する参考事項について

（事務連絡）

刑事訴訟法等の一部を改正する法律（平成28年法律第54号）附則第1条第3

号に掲げる規定及び刑事訴訟規則及び不正競争防止法第23条第1項に規定する事

件に係る刑事訴訟手続の特例に関する規則の一部を改正する規則（同年最高裁判所

規則第6号）が12月1日から施行されます。

ついては， このうち，刑事手続において証人等の氏名等の情報を保護するための

制度に関する参考事項を，別添のとおりまとめましたので，関係職員に配布すると

ともに，関係職員の間で十分に議論を行い，運用に関する申し合わせをするなどし

て，庁全体として適切な事務処理態勢を確立し，証人等の氏名等の情報の保護に遺

漏がないようにしてください。

なお，簡易裁判所に対しては，所管の地方裁判所から連絡してください。

〔
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弓の賎

1制度の概要

検察官が，証拠開示を行う際，被告人その他の関係者に証人等'の氏名又は住居が知

られることにより，証人等やその親族への加害行為などがなされるおそれがある場合

であっても，従来は，弁護人に対し，証人の住居等が特定される事項を他人に知られ

ないようにすることなどの配慮を要請することができるにとどまっていた（刑事訴訟

法（以下「法」という｡ ） 299条の2， 299条の3） 。

今回， このような加害行為等を防止するとともに，証人その他の刑事手続に関与する

者の負担を軽減するため，より実効性のある方策として，証人等の氏名及び住居の開示

に係る措置の規定が設けられた（法299条の4ないし法299条の7） 。
ｌ
↑

証人等の氏名又は住居について証拠開示の段階及び訴訟記録の閲覧これにより，

写の際に，弁護人に対し，その機会を与えた上で 被告人に知らせてはならないとの条

件を付したり，知らせる時期や方法の指定をする措置や,被告人及び弁護人に対し 氏

氏名に代わる呼称等を知らせる措置名又は住居を知る機会を与えないこととした上で

をとることができることとなった。

ところで， これまで裁判所では，被害者特定事項の秘匿決定（法290条の2）がさ

れた事件等については，当該被害者の氏名や住所等の被害者特定事項について，調書作

成や閲覧謄写の際などに様々な配慮をする運用を行ってきたところであるが，証人等の

氏名及び住居の開示に係る措置が導入された後も， これらの運用が引き続き行われるこ

とも考えられることに留意されたい26

なお， ［別紙1］は，被害者・証人等特定事項の漏えい防止策の関係を整理した表で

あり， ［別紙2］は，証人等の氏名及び住居の開示に係る措置について整理した表であ

るので，各庁において,適宜加工するなどして利用されたい。

（

’ 対象者は，
○検察官が取調べの請求をする証人，鑑定人，通訳人又は翻訳人（法299条の4第1項）

○検察官が取調べを請求する証拠書類等に氏名若しくは住居が記載・記録されている者であって検察官

が証人，鑑定人，通訳人若しくは翻訳人として尋問を請求するもの又は検察官が取調べを請求する供述

録取書等の供述者（法299条の4第3項）

である。

2証人等特定事項の秘匿決定（法290条の3）がされた事件についても，同様の配慮をする運用が考えら
れる。
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2検察官による証人等の氏名及び住居の開示に係る措置（法299条の4

(1) 措置の概要

検察官は，証人等若しくはその親族の身体若しくは財産に害を加え，又はこれら

の者を畏怖させ若しくは困惑させる行為（以下「加害行為等」という。 ）がなされ

るおそれがあると認める場合，被告人の防御に実質的な不利益を生じるおそれがあ

る場合を除き，証拠開示の機会等（法299条1項）において，①弁護人に対し，

その機会を与えた上で，当該氏名又は住居3を被告人に知らせてはならない旨の条件

を付した 被告人に知らせる時期若しくは方法を指定すること（以下「条件付与

等の措置」という。 ）_ができ, この措置によっては，加害行為等を防止できないお

それがあるときは，

ｆ
、 を与えないこととした上で,氏名に代わる呼称又は住居に代わる連絡先を知る機会

を与える措置（以下「代替的呼称等の開示措置」という。 ） をとることができる

（以下， これらの措置を「開示に係る措置」という。 ） 。

(2) 措置の通知

検察官が開示に係る措置をとったときは，裁判所に対し，その旨及び弁護人に付

した条件等又は氏名に代わる呼称等ｶﾐ書面で通知される（法299条の4第5項，

刑事訴訟規則（以下「規則」という。 ） 178条の8） 4。

(3)‘ 留意事項

検察官による開示に係る措置がとられた場合，閲覧謄写など裁判所におけるその

後の訴訟手続に影響が及ぶことから5， 通知書を裁判体の供覧に付し押印を受ける

などして，確実に裁判体が認識できるよう留意する必要がある。 また，担当書記官

（ 以外の書記官等が閲覧謄写の申請を処理する場合などに備え，開示に係る措置がと

られていることが一見して分かるよう，例えば,記録表紙にその旨を明示するなど

各庁において 情報を共有し，かつ，裁判官や書記官等の構成が替わっても確実に

引這継がれる態勢を整える必要がある。

なお，上訴等により，他の裁判所に記録を送付する際にも，確実に情報が伝わる
／ ・

よう配慮する必要がある。

3 「氏名又は住居」とは，氏名のみ，住居のみ，氏名及び住居双方の3パターンがある。 ，

4通知書は，記録の第1分類の公判調善（手続）群に綴る（平成12年10月20日付け最高裁総三第12
8号事務総長通達「刑事訴訟記録の編成等について」 （以下「編成通達」という。 ） 。

5例えば，弁謹人又は被告人が閲覧等を請求した場合の措置（法299条の6，規則178条の11第1項）
の検討や，証人等を尋問する決定の告知方法（規則178条の12第1項（規則191条第2項の特則) )
などの手続への影響がある。
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(4) 証人等の尋問決定の告知方法

氏名につき検察官による開示に係る措置がとられた証人等について尋問決定した場

合には,決定の告知に際して被告人に(代替的呼称等の開示措置がとられたときば

弁護人にも）証人等の氏名が知られないように留意する必要がある（別紙1の「公判

準備」欄も参照） 。

ア①公判前整理手続に付された事件の場合

公判前整理手続期日において証人等の尋問決定をした場合には，同期日に立ち

会った弁護人への通知が不要であり（規則217条の13） ，出頭していない被

告人にも通知を要しない（規則217条の14） 。

また，公判前整理手続期日外で証人等の尋問決定をした場合には，弁護人への

通知は必要であるが，弁護人への通知をした場合は被告人に通知する必要はなく，

通知内容も，尋問決定をした旨で足り （規則217条の14） ，証人等の氏名を

通知するものではない。

イ②公判前整理手続に付されていない事件の場合

公判期日外で証人等の尋問決定をした場合に，条件付与等の措置がとられてい

るときは，当該氏名を検察官及び弁護人に通知すれば足り，被告人に通知する必

要はなく， また，代替的呼称等の開示措置がとられたときは，当該氏名に代わる

呼称を被告人及び弁護人に通知することとなる（規則178条の12） 。

(5) 検察官による開示に係る措置がとられたものの，措置対象となる者につい

て被害者特定事項の秘匿決定又は証人等特定事項の秘匿決定がなされない事

案における留意点

検察官による開示に係る措置がとられたとしても，必ずしも，その全てについて，

秘匿の申出がなされるとは限らない（別紙1の「検察官による開示に係る措置」 （一

番右）の桶を参照） 。この点，検察官による措置の対象となった者が被害者の場合に

は,検察官による開示に係る措置の要件と法290条の2第3項による被害者特定事

項の秘匿決定の要件は重なり合う部分があることから,職権で被害者特定事項の秘匿

決定をすることも考えられよう6他方,検察官による開示に係る措置の対象となった

者が被害者以外の証人等の場合には， 申出なく証人等特定事項の秘匿決定をすること

はできないところ，検察官に事情を確認し，必要に応じ，改めて証人等に対する制度

教示及び申出意向の確認を依頼することが考えられる。それでもなお，秘匿の申出が

（

（
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ない場合6においても,公判廷において，被告人に措置対象である氏名又は住居が知

られないよ.うに，配慮することも考えられる。

<

（

6例えば,供述録取書の供述者について，連絡が取れず， 申出がなされない場合などが考えられる。
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(1) 制度の概要

検察官が開示に係る措置をとうた場合に，検察官による措置の要件該当性をめぐ

って被告人側との間で争いが生じ得ることから，被告人又は弁護人は，裁判所に対

し,措置の全部又は一部の取消しを請求することができる旨の規定が設けられた

（法299条の5）。

(2) 手続の概要

ア請求

裁定の請求は，原則として，書面で行う必要があり7，被告人又は弁護人は，検

察官が迅速に意見を述べることを可能にするため，裁定の請求に係る書面の謄本8

を検察官に送付しなければならない（規則178条の9） 。例外的に，公判期日

又は公判前整理手続期日においては， 口頭で請求をすることを許すことができる

（規則178条の9第3項， 217条の25） 9．

イ裁判所の裁定（法299条の5）

裁判所は，被告人又は弁護人の請求により，法299条の5第1項各号のいず

れかの事由に該当すると認めた場合には，開示に係る措置の全部又は一部を取り

消さなければならない（同項） 。また，同項第2号又は第3号に該当すると認め

て措置の全部又は一部を取り消す場合において，当該措置に係る者に対し同項第

1号に規定する行為がなされるおそれがあると認めるときは，弁護人に対し， 当

該措置に係る者の氏名又は住居を被告人に知らせてはならない旨の条件を付し，

又は被告人に知らせる時期若しくは方法を指定することができる（同条第2項本

文） 。ただし，当該措置に係る者の供述の証明力の判断に資するような被告人そ

の他の関係者との利害関係を確かめることができなくなるときその他の被告人の

防御に実質的な不利益を生じるおそれがあるときは， この限りでない（同項ただ

し書） 。

ウ裁定の決定の告知

裁定の決定は，決定謄本の送達又は公判廷における宣告により訴訟関係人に告

（

（

7裁定の請求は，雑事件として立件し（平成4年8月21日付け最高裁総三第26号事務総長通達「事件の
受付及び分配に関する事務の取扱いについて｣記第2の4別表第3) ,裁定に関する書類は,記録の第1分
類の公判調書（手続）群に綴る（編成通達） 。
8写しも許容され（規則解説178条の9参照）， ファクシミリによる送信も可能である。

9期日において， 口頭による請求が許された場合は，当該期日の調書（謄本又は抄本も可）で立件手続を行

うことが考えられる。

5
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知する（規則34条） 。

なお，裁定請求についてした決定（法299条の5第1項）及び条件を付し，

又は時期若しくは方法を指定する決定（同条第2項）に対しては,即時抗告をす

ることができる（同条第4項） 。

(3) 調書の記載

裁定の請求は，公判期日又は公判前整理手続期日においては口頭で行うことができ

（規則178条の9第3項， 217条の25） ， これに対する相手方の意見，裁判所

の決定（法299条の5第2項の条件の付与又は時期若しくは方法の指定を含む。 ）

が期日で行われたときは，調書の必要的記載事項となる（規則44条1項45号， 2

17条の15第1項16号） 。 （[別紙3]公判調書記載例（法299条の5関係）参
〆
”
Ⅱ
０
、
、

照）

し

（
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4裁判所における閲覧謄写等の際の措置（法299条の6）

(1) 制度の概要

裁判所は，検察官による開示に係る措置がとられた場合,又は，検察官による開

示に係る措置について裁判所の裁定により条件付与等の措置がとられた場合におい

て，弁護人又は被告人による訴訟記録等の閲覧謄写等（法40条1項， 49条）の

機会に，措置に係る証人等の氏名又は住居が被告人側に知られることを防止するた

〆め，弁護人からの申請に対しては, 当該氏名又は住居を被告人に知らせてはならな

い旨の条件を付し，又は，知らせる時期若しくは方法を指定したり，当該証人等の

氏名又は住居が記載，記録されている部分の閲覧謄写を禁じる措置をとることがで

き，被告人の申請に対しては，証人等の氏名又は住居が記載,記録されている部分

の閲覧を禁止し,朗読を拒む措置をとることができる。

被告人が公判期日外の証人尋問に立ち会わなかった場合の当該尋問調書の閲覧等

においても同様（規則178条の11）の規定が設けられている。

(2) 閲覧謄写等における措置の概要

申請があった場合の流れは， ［別紙4］を参照

ア弁護人の申請の場合（法299条の6第1項，第2項）

（ｱ) 要件

①検察官による措置又は裁判所による裁定の際の措置がとられていること

②①の措置に係る者又はこれらの者の親族に加害行為等がなされるおそれが

あると認められること

③検察官及び弁護人の意見を聴き，相当と認められること

④被告人その他の関係者との利害関係の有無を確かめることができなくなる

ときその他の被告人の防御に実質的な不利益を生ずるおそれがあるときでな

いこと

（ｲ） 措置

（ｱ)の要件に該当すると認めるときは，検察官による開示に係る措置及び裁判

所が裁定の際にとった措置の範囲内において，当該氏名又は住居が記載されて

（

（

いる部分につき,次の措置をとることができる10。

被告人に知らせてはならない旨の条件を付すこと（法299条の6第1項

第2項）

10なお, (7)の要件に該当しないと認めるときは同措置をとることはできない。もっとも，閲覧謄写の際に被

告人側に知れることがないよう弁護人の了解を得てマスキングするなどの運用が妨げられるものではない。
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被告人に知らせる時期又は方法を指定すること（法299条の6第1項●

第2項）

● 閲覧又は謄写を禁じること（法299条の6第2項） ．(検察官による措置

が代替的呼称等の開示措置である場合に限る。 ）

イ被告人の申請の場合（法299条の6第3項）

（ｱ） 要件

①検察官による措置又は裁判所による裁定の際の措置がとられていること

②①の措置に係る者又はこれらの者の親族に加害行為等がなされるおそれが

あると認められること

③検察官及び被告人の意見を聴き,相当と認められること

④被告人その他の関係者との利害関係の有無を確かめることができなくなる

とき，その他の被告人の防御に実質的な不利益を生ずるおそれがあるときで

ないこと

（ｲ） 措置

当該氏名又は住居が記載されている部分の閲覧を禁じ，又は，当該部分の朗

読の求めを拒むことができる。

(3) 条件付与等の方法等

条件を付したり，閲覧謄写等を禁じる措置をとるときは，閲覧謄写票11の「許否及

び特別指定条件」欄に記載し， 「裁判長（官）印」欄に押印を受けることが考えら

れる'2'3 ([別紙5] 「閲覧，謄写における条件付与等の記載例」参照） 。また，検察

官による開示に係る措置に係る者の氏名又は住居が記載（記録）された訴訟に関す

る書類等の閲覧謄写等について，措置をとらない場合にも，閲覧謄写票の「裁判長

（官）印」欄に押印を受けるなどして，裁判体の判断が明らかになるようにしてお

くことが望ましい'4。

なお，証人等の氏名又は住居の記載部分について，前の申請の際に条件を付すな

どしたことがある事件において，その後，当該証人等の氏名又は住居が記載された

記録の閲覧謄写等の申請があった場合は，その都度，改めて，意見を聴いた上，措

置の要否について判断する必要がある。

《

（

'1平成9年8月20日付け最高裁総三第97号総務局長通達「事件記録等の閲覧等に関する事務の取扱いに

ついて」 （以下「閲覧謄写通達」という。 ）別紙様式第2

'2別紙を引用しても差し支えない。

'3この場合，裁判長（裁判官）において措置の内容を記載し， 「裁判長（官）印」欄に押印する。

'4条件付与等の措置をとらない場合には，閲覧謄写票の「許否及び特別指定条件」又は「備考」棚に「法2

99の61の措置はとらない。 」などと明示する方法も考えられる。
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また，関係人に対する措置の通知については，その措置の内容を申請人に通知す

ることはいうまでもないが，検察官に対する通知の要否については，各裁判体の判

断に委ねられる15。

(4) 証人等の呼称又は連絡先の通知

氏名又は住居の記載部分の閲覧謄写を禁じた場合には，弁護人の請求があるとき

は，氏名に代わる呼称及び住居に代わる連絡先を知らせなければならない（規則1

78条の10) '6．呼称や連絡先については，検察官が代替的呼称等の開示措置をと

ったときには，裁判所に通知されていることから（法299条の4第5項，規則1

78条の8） ，該当する呼称等を知らせることになる。その場合，請求があった旨

及び連絡した旨を記録上明らかにすることが望ましい17。

(5) 留意事項

ア事務処理態勢の構築

通常，弁護人による訴訟に関する書類の閲覧謄写や被告人による公判調書（立

ち会わなかった期日外の尋問調書を含む。 ）の閲覧朗読の求めは，裁判長の許

（

閲覧謄写等の申請の範囲に検察官の開示に係る措置に係る者の可を要しないが，

必ず裁判体の判断（当該措置に係る氏名氏名又は住居が含まれている場合には

又は住居について 裁判所が措置をとるか否かの判断）を経る必要がある。した

検察官から開示に係る措置の通知（法299条の4第5項）を受けた場がって，

合には，担当書記官が不在の場合でも適切な事務を行うことができるよう，並記

2の(3)のとおり情報の共有を図ると共に，各庁の実情を踏まえた処理態勢を整え

ておかなければならない。

（ なお，弁護人の記録等の閲覧が短時間で終わる見込みがある場合に，事件担当

書記官が閲覧申請を直接受け付け，閲覧謄写票を使用しないで閲覧させる場合も

あるが18,開示に係る措置がとられている事件については，上記の点に注意する必

要がある。

15検察官に対する通知の要否については，裁判体が包括的に一般的な運用方針を示しておくことが考えられ

る（規則298条第2項） 。なお，検察官から反対意見等が述べられた場合には，氏名又は住居が新たに被

告人側に知られることになる証人等の立場等を考慮すると，あくまで裁判体の判断事項だが’許否の結果を

検察官に通知する扱いが考えられる。

16例えば，同一公判期日において，複数の証人尋問等があり，複数の証人等について氏名が記載等されてい
る部分の閲覧・謄写を禁じた場合など，閲覧・謄写を禁じた部分に記載等してあった証人等を特定するのに

支障が生じる場合に請求があると想定される。

17請求は，書面あるいは口頭で行うことが考えられるところ，請求があった旨及び連絡した旨を記録上明ら

かにする方法は，例えば，閲覧謄写票の「備考」欄に記載することが考えられる。

18閲覧謄写通達記第3の5の(2)
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また，証人等の氏名又は住居が記載（記録）されている部分の閲覧謄写等を禁

じた場合，裁判所は，閲覧謄写等に供する訴訟関係書類やDVD等に記載（記録）

された当該氏名又は住居部分を漏れなくマスキングや消去するなどして，氏名又

は住居が明らかにならないようにする必要があるが1920,そのためには，裁判体に

閲覧謄写等を禁止する氏名又は住居が記載 (記録）されている部分を具おいて

担当書記官等がマスキング等の処理を終えた段階で，漏れが体的に指示したり

ないかを確認したりするなど万が一にも閲≦‐ 等を梺じた氏名や住居が漏れ

各庁の実情に応じた態勢を整える必要がある。ることがないように

イ検察官による措置との関係

裁判所が，証人等の氏名又は住居の開示に係る措置をとるには,検察官による

（
、

。例えば，検察官が何ら措置をとつ措置が前提となることに留意する必要がある

ていないにもかかわらず，裁判所が措置を講じることや，検察官が条件付与等の

措置をとるにとどめたのに，裁判所が閲覧謄写禁止の措置をとることは,許され

ない。他方，検察官が措置を講じた場合であっても，裁判所において措置の要件

を満たさないと判断した場合に，措置を講じないことはできる。

ウ従前の運用との関係

今回の改正により，条件を付し，又は閲覧謄写等を禁じる措置をとることがで

きる事項は， 「氏名」又は｢住居」に限られている。また， これらの措置は,検

察官による開示に係る措置（法299条の4）がとられていることが前提となる。

したがって，起訴後に裁判所が職権で選任した鑑定人や通訳人等には，適用がな

い。他方， これまで，氏名又は住居に限らず，被害者特定事項等についても，事

案によっては，閲覧謄写や謄本交付の際に明らかにならないような配慮をする運

用が行われてきたところであるが，裁判所による開示に係る措置の有無にかかわ

らず，今後も被害者及び証人等の特定事項等について，そのような運用が妨げら

れるものではないことに留意されたい。

具体的には，弁護人による訴訟記録の閲覧謄写申請について，①裁判所が証人

等の氏名又は住居について条件付与等の措置をとった場合は，証人等の氏名又は

、住居を含めて被害者特定事項又は証人等特定事項が記載等されている部分につい

ては，弁護人の了解を得た上でマスキングすることが考えられる。また，②裁判

（

19氏名又は住居が記載された部分をマスキングした写しを作成して閲覧謄写に供する方法が考えられる。

20証拠書類やDVD等の原本が損傷又は変質しないように注意しなければならないことは言うまでもない
（閲覧謄写通達第1の2参照） 。
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所が証人等の氏名又は住居について閲覧謄写を禁止する措置をとった場合は，措

置対象である氏名又は住居についてマスキングすることはもちろん（弁護人の了

解を得る必要はない。 ） ，それ以外の被害者特定事項又は証人等特定事項が記載

等されている部分についても，弁護人の了解を得た上でマスキングすることが考

えられる。さらに，③裁判所が証人等の氏名又は住居について，閲覧謄写の際に

措置をとらない場合であっても，被害者特定事項又は証人等特定事項の秘匿決定

があったとき（これと同様の配慮が求められるとき21も同じ。 ）は，従前どおり，

被害者又は証人等特定事項が記載等されている部分について，弁護人の了解を得

た上でマスキングすることが考えられる。

エ被害者等による公判記録の閲覧謄写との関係

被害者等による公判記録の閲覧謄写（犯罪被害者等の権利利益の保護を図るた

めの刑事手続に付随する措置に関する法律第3条及び第4条）については，改正

されていないが，例えば，被害者以外の証人等の氏名又は住居について，検察官

による開示に係る措置等がとられている場合などに，裁判体において何らかの配

慮をする必要があると判断した場合には，同条の規定に基づいて，対応すること

になろう。

（

（

一

21例えば,秘匿の申出はなかったが,仮に申出があった場合は申出が認められるような事案が考えられる｡
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蕊蕊蕊譲鍵謹麓麹謹鍾蕊蕊謹謹鍾遜鐵蘂漉蕊鍾

1 制度の概要

法290条の3において，証人，鑑定人，通訳人，翻訳人又は供述録取書等の供述者

（以下「証人等」 22という。 ）からの申出により，同条第1項各号の場合において証人

等特定事項を公開の法廷で明らかにしない旨の決定（以下「証人等秘匿決定」とい

う。 ）をすることができる旨の規定が設けられた。本制度は，基本的には被害者等特

定事項の秘匿（法290条の2）と同様の制度であるが，その主な相違点は， ［別紙

6］のとおりである。

（

（

22本条における「証人等」は，検察官による開示に係る措置（法299条の4）がとられた者に限らない。し
たがって， 当該措置の対象となっていない検察官請求の証人，弁護人請求の証人，起訴後に裁判所が選任し

た鑑定人や通訳人なども対象となる。
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2証人等秘匿決定

(1) 秘匿の申出

本申出は，被害者特定事項の秘匿の場合と異なり， あらかじめ検察官に申し出る

証人等が直接裁判所に申出を行うこととされている（法290条の3必要はなく，

第1項） 23。

しかし，証人等は，一般的に，検察官又は弁護人からの教示を受けない限り，本

検察官及び弁護人に対しては， あらかじめ，必制度を理解しているわけではない。

証人等に対する本制度の教示や意向の府要に応じて に依頼し豊認をしてもらうよう

ておくことが考えられる。また，証人に召喚状を送達する際には，本制度の説明を

同封したり， 申出書のひな形を送付することなども考えられる（説明書及び申出書

ひな形の例は[別紙7， 8]参照） 24。

なお，供述録取書等の供述者は，裁判所が接触することは困難であり，検察官に

おいて，必要に応じて，制度教示及び意向確認をしてもらうように依頼することが

考えられる｡

(2)秘匿決定等

ア秘匿決定

証人等から秘匿の申出がされた場合，裁判所は，検察官及び被告人又は弁護人

に意見を聴いた上，相当と認めるときは，証人等特定事項を公開の法廷で明らか

にしない旨の決定をするd

期日外に決定する場合は，決定書を作成する25。また，公開の法廷で明らかにし

ない旨の決定をしない場合は， 申出書余白に， 「職権発動せず」又は「決定せず」

などと記載して裁判体の押印を受ける扱いも考えられる．

（

《

（
証人等秘匿決定がなされた場合は被害者特定事項の秘匿の場合と同様，記録

上一見して決定された旨がわかるように；例えば，記録表紙にその旨を明示する

など；各庁において 情報を共有し，かつ，裁判官や書記官等の構成が替わって

も確実に引き継がれる態勢を整える必要がある。

23 申出の方式は定められていないため，必ずしも書面による必要はない。なお， 申出があった場合には，検
察官及び被告人又は弁護人の意見を聴く必要があるが， この場合には，法290条の3第1項各号の要件該
当性についても意見が述べられることとなるから，期日外に口頭で申出があった場合には， この点に留意し
て申出理由等を確認しておくことが必要であり，意見を求める際には，書記官が確認した事情を記載した電

話聴取書や申述書等の写しを添付して利用することも考えられる。

24裁判所が選任した鑑定人，通訳人，翻訳人についても本制度の説明が必要と判断した場合には，裁判所か
ら直接行うことになろう。

25申出書（口頭申出の場合は電話聴取書や申述書等）及び決定書は，記録の第，分類の公判調書（手続）群
に綴る（編成通達） 。
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